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要旨：圧縮強度 60N/mm2 級の高強度コンクリートを使用し，0.37 の高い鋼材係数を有する圧

着プレキャストプレストレストコンクリート(以後，圧着 PCaPC と称す)造梁の曲げ降伏後の

柱梁接合部挙動を，部分架構実験により明らかにした。また，試験体の損傷状況と，柱・梁

接合部中央での水平方向の力の釣合いから算出したせん断入力値及び日本建築学会「鉄筋コ

ンクリート造建物の靭性保証型設計指針・同解説」に準拠したせん断耐力計算値を関連付け

ることにより，圧着 PCaPC 造の柱梁接合部の設計法を示した。 
キーワード：高鋼材係数，圧着 PCaPC，柱梁接合部，高強度コンクリート 

 
1. はじめに 

 圧着プレキャストプレストレストコンクリー

ト(以下，PCaPC と略記)構造は，PCa 部材を PC

鋼材の緊張力を用いて圧着接合することにより

剛接合架構を構築する。このような圧着 PCaPC

構造において，高強度コンクリートを使用し，

従来よりも高い応力による圧着接合が可能とな

れば，超高層建築への適用並びに断面寸法の小

さな部材設計が可能となることから，設計の自

由度を大きく高めることができる。 

 このような，高圧着応力の PCaPC 構造の実施

に向けて，筆者らは PCaPC 部材の圧着接合面を

模擬した一面せん断実験を行い，そのせん断伝

達耐力 Q と圧着力 N との関係を，コンクリート

圧縮強度 σB と関連付けることにより明らかに

した 1),2)。そこでは，コンクリート圧縮強度が

70N/mm2 以下，かつ圧着応力が 0.5σB 以下の範

囲にて，そのせん断伝達耐力 Q を既往のクーロ

ン摩擦耐力式 Q=µN により評価することが可能

であることを示した。(ここで，σB：コンクリ

ート圧縮強度，Q：圧着接合面のせん断伝達耐

力，µ：摩擦係数，N：圧着力) 

本研究では圧着応力が高い場合すなわち高い 

鋼材係数を有する場合の部材端部の曲げ靭性，

及び柱梁接合部のせん断耐力とせん断入力を把 

握するために柱・梁から成る十字形試験体によ

る部分架構実験を実施した。 

 

2. 実験概要 
2.1 試験体 
表－１に試験体一覧を，図－１に試験体図と

して試験体 H080 の場合を代表として示す。試

験体は 2 体であり，パラメータは梁端の塑性ヒ

ンジ領域として 1D(D:梁せい)の範囲における横

拘束補強鉄筋量とした。試験体は，高層集合住

宅に対して本構造の採用を想定した試設計を行

い，その基準階の柱・梁の約 1/2 縮小モデルと

した。横拘束補強筋量は，PC 構造設計・施工指

針の作成に関する共同研究(以後，PC 共同研究

と略記)で提案された手法 3),4)により決定した。

上記横拘束補強筋量算定式を式(1)に示す。式(1)

により梁の終局限界部材角 RU として 1/50 を保

証する試験体を H025 とし，1/30 を保証する試

験体を H080 とした。ただし，上記検討におい

て，コンクリートの設計基準強度に関する係数

ξF は 1.0 とした。試験体の圧着界面を貫通する鉄 
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筋は配置されていない。PC 鋼材の緊張後には

PCa 部材に打ちこんだシース内に PC グラウト

を充填した。表－２に PC グラウトの配合を示

す。梁断面に対する平均プレストレスは，加力

実験時において 14.5N/mm2 であり、PC 鋼材の鋼

材係数は 0.37 であった。圧着接合部の目地モル

タルには，長さ 25mm のビニロン繊維を体積比

で 0.25%混入し，載荷時の割れ・欠けによる脱

落を防止した。表－３～５に各材料の試験結果

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 試験体図(H080) 

 
表－１ 試験体一覧 

試験体名 H025 H080 

鉄筋比(%) 0.25 0.80 

配筋 D10□@150 D10 @80 
横拘束

補強筋 
鉄筋種 SD295A 

PC 鋼材の鋼材係数 0.37 

 

表－２ PC グラウトの配合(1m3当り) 

水セメント比 
W/C(%) 

セメント 
C(N) 

水 
W(N) 

混和材* 
P(N) 

45.0 12,777 5,750 127.8 
*:ノンブリーディング・粘性型の GF-1700A を使用 

表－３ 材料試験結果（PC 鋼より線） 

径 断面積 
(mm2) 

降伏荷重* 
(kN) 

引張荷重 
(kN) 

7本より12.7mm 98.7 175 180 
*:0.2%オフセット値 

 

表－４ 材料試験結果（鉄筋） 

部位 径 
(mm) 

降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

梁横拘束補強筋 
梁あばら筋 D10 367 437 

柱帯筋 D13 355 456 
梁腹筋 D13 324 329 
梁主筋 D16 364 432 
柱主筋 D25 388 460 

 

表－５ 材料試験結果 
(コンクリート，無収縮モルタル，PC グラウト) 

 材令 
(日) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

割線弾性係数
(104N/mm2)

28 57.7 4.53 
41(H025 実験時) 61.6 4.84 

 
コンクリート 

48(H080 実験時) 61.8 4.85 
無収縮モルタル 41(H025 実験時) 70.4 3.16 
PCグラウト 41(H025 実験時) 39.4 1.66 

 

［PC 共研による横拘束補強筋量算定式 

(提示者：大阪大学大学院 中塚佶博士) 3),4)］ 

鋼材係数 qsp≧0.5-10RU/ξF の場合，式(1)によ

り与えられる量以上の横拘束補強筋を塑性ヒン

ジ領域に配筋する。 

 

 

 

ここで，qsp：鋼材係数(Tpy/(B･D･Fc)) 

Tpy ：PC 鋼材の降伏点引張力(N) 

B,D：梁幅，梁せい(mm) 

Fc ：コンクリートの設計基準強度

(N/mm2) 

RU  ：部材の終局限界部材角(rad.) 

ξF ：コンクリートの設計基準強度に関する

係数(=1.4-Fc/100, 24≦Fc≦60) 

pw  ：横拘束補強筋比(=aw/(B･S)) 

S   ：横拘束補強筋のピッチ(mm) 

aw  ：横拘束補強筋 1 ピッチ区間の梁

幅方向の合計断面積(mm2) 

σwy ：横拘束補強筋の降伏点強度

(N/mm2) 
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2.2 加力方法 
図－２に載荷装置図を，図－３に載荷履歴を

示す。載荷は左右の梁先端に逆対称の変位を加

えることにより行い，層間変形角として各繰り

返しの最大変形時に 0.10，0.25，0.50，0.75，1.0，

2.0，3.0，4.0，5.0%となるようにそれぞれ 3 回

ずつの正負交番加力とした。また，柱軸力は，

0.15σB･B･D(ここで，σB:コンクリート圧縮強

度，B:柱幅，D:柱せい)とし，加力中に一定保持

させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 加力装置図 
 

 

 

 

 

 

図－３ 載荷履歴 
 

3. 実験結果 
3.1 復元力特性及び破壊過程 

表－６ 実験結果一覧 
H025 H080  加力 

方向 Q(kN) R(%) Q(kN) R(%) 
正  444.5  0.24  428.3  0.23 圧着界面 

離間 負 -434.4 -0.23 -441.2 -0.23 
正  535.8  0.31  524.3  0.31 梁初曲げ 

ひび割れ 負 -517.2 -0.31 -528.5 -0.31 
正  603.1  0.42  566.8  0.36 柱梁接合部

初ひび割れ 負 -589.2 -0.41 -568.6 -0.35 
正  643.4  0.51  717.7  0.75 

梁端部圧壊 
負 -622.0 -0.50 -720.9 -0.76 
正  779.3  1.37  801.0  1.51 PC鋼材 

降伏 負 -737.5 -1.95 -798.7 -1.62 
正  787.7  1.62  820.1  2.01 最大 

せん断力 負 -760.0 -1.42 -817.6 -2.00 

表－６に実験結果一覧を示す。図－４に各試

験体の最終ひび割れ状況を，図－５に柱せん断

力 Q と層間変形角 R との関係を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)試験体 H025 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)試験体 H080 

図－４ 最終ひび割れ状況 
 

 (1) 横拘束補強筋比 0.25%試験体(試験体

H025) 
層間変形角 R=0.25%時に柱梁圧着接合面の界

面の離間が生じた。R=0.50%時に梁端部と柱端

部に曲げひび割れが発生した。その後，柱梁接

合部にせん断ひび割れが発生し，梁端の曲げ圧

縮部のコンクリートの圧壊が生じた。R=1.0%時

に梁端曲げ圧縮部の圧壊と柱梁接合部のせん断

ひび割れはさらに拡大し，R=2.0%時には梁端曲

げ圧縮部においてカバーコンクリートの剥離が

生じた。この時，横拘束補強筋の歪は危険断面

位置にて降伏歪 εwy(=1,945×10-6)に達していた。

また，PC 鋼材の歪は危険断面位置にて降伏歪

εpy (=8,555×10-6)に達していた。R=3.0%時には

梁端曲げ圧縮部のカバーコンクリートの剥離は
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図－５ 柱せん断力－層間変形角関係 

より顕著なものとなり，梁危険断面位置にて主

筋の座屈が生じた。R=4.0%時には梁端曲げ圧縮

部の圧壊は横拘束補強筋内部に進展した。さら

に，柱梁接合部において，左右の梁の圧縮域を

つなぐ斜めストラット部に圧壊が生じた。 

柱せん断力と層間変形角との関係は，R=2.0%

加力の第二サイクル時に横拘束補強筋の降伏に

より大きな耐力低下を示した。 

(2) 横拘束補強筋比0.80%試験体(試験体H080) 
試験体 H025 と同様に，層間変形角 R=0.25%

時に柱梁圧着接合面の界面の離間が，R=0.50%

時に梁端部と柱端部に曲げひび割れが生じた。

その後，柱梁接合部にせん断ひび割れが発生し，

R=0.75%時に梁端曲げ圧縮部のコンクリートの

圧壊が生じた。R=2.0%時には曲げ圧縮部におい

てカバーコンクリートの剥離が生じた。また，

PC 鋼材の歪は危険断面位置にて降伏歪 εpy 

(=8,555×10-6)に達していた。R=3.0%時には上記

剥離はより顕著なものとなり，横拘束補強筋の

歪は危険断面位置にて降伏歪 εwy(=1,945×10-6)

に達していた。R=4.0%時には梁の曲げ圧縮部の

圧壊はさらに進展し，柱梁接合部には左右の梁

の圧縮域をつなぐ斜めストラット部の圧壊が生

じた。R=5.0%時には，柱梁接合部の斜めストラ

ット部の圧壊は柱材軸方向にも進展した。 

柱せん断力と層間変形角との関係において，

R=3.0%加力サイクル以降に，梁の曲げ圧縮破壊

とその後の柱梁接合部破壊による耐力低下が見

られた。しかし，この耐力低下は試験体 H025

のものと比べて緩やかであった。 

 
3.2 梁の終局限界変形角 RUと PC 鋼材の鋼材

係数 qspとの関係 
図－６に本実験により得られた梁の終局限界

変形角 RU と PC 鋼材の鋼材係数 qsp との関係を

示す。図には，圧縮強度 40N/mm2 以下のコンク

リートを使用した本岡らによる PC 梁の実験結

果 5)もともに示した。ここで，梁の終局限界変

形角 RU は，耐力が最大値の 90%に低下した時

の部材角とした。また，図中の直線及び一点鎖

線は PC 共研による横拘束補強筋算定式を用い

た終局限界変形角の計算値であり，コンクリー
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(b)試験体 H080(層間変形角 R=0～3%) 

-15

-10

-5

0

5

10

15

-0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4柱
・

梁
接
合

部
せ

ん
断

力
応

力
度
τ

j(
N
/m

m2
)

柱・梁接合部変形角γ
j
(%)

靭性保証型設計指針計算値 
(直交梁有りとした場合，13.1N/mm2) 

靭性保証型設計指針計算値 
(11.1N/mm2) 

(c)試験体 H080(層間変形角 R=0～5%) 
図－８ 柱梁接合部せん断応力度－せん断変形角関係 

トの設計基準強度に関する係数 ξF=1.0 とした

場合もともに示した。 

 図－６より，本実験結果はコンクリートの設

計基準強度に関する係数 ξF=1.0 とした計算結

果を上回っており，ξF=1.0 とした計算により

安全側の評価となった。 

3.3 柱梁接合部挙動 
図－８に各繰り返しの第一サイクル時の柱梁

接合部せん断応力度 τj と柱梁接合部せん断変

形角 γj との関係，図－９に柱せん断力 Q と柱

梁接合部せん断変形角 γj との関係を示す。表

－７に最大せん断応力度と日本建築学会「鉄筋

コンクリート造建物の靭性保証型設計指針・同

解説」6)による耐力計算値を示す。ここで，柱

梁接合部のせん断応力度は，歪ゲージにより測

定した PC 鋼材引張力を用いて，図－７に示す

接合部鉛直方向中央位置における水平方向力の

釣合い式(2)により算出した。また，接合部耐力

計算値には，直交梁が有ると仮定した場合の結

果も示した。 

 
 
 
 
 
 
 

（２） 
図－７ 柱梁接合部せん断入力算出法 

 
試験体 H025 の場合，層間変形角 R=2.0%時に

柱梁接合部せん断応力度が最大値(13.5N/mm2)を示

し，その後のせん断応力度は低下した。試験体

H080 では，R=3.0%時に最大せん断応力度(14.1 

N/mm2)を示し，その後 R=4.0～5.0%加力サイク

ル時にそのせん断変形は大きく進行した。これ

は，試験体 H080 では梁の横拘束補強筋の拘束

効果により最大耐力 R=3.0%以降もせん断入力

の低下が抑えられたことによるものと考えられ

る。 

また，実験により得られた最大せん断応力度

は，靭性保証型設計指針による計算値の 1.21～

1.27 倍であった。 
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以上の結果より高鋼材係数の圧着 PCaPC 造

においても，柱梁接合部中央の水平力の釣合い

により算出したせん断入力に対して靭性保証型

設計指針による計算値はよく対応することが示

された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)試験体 H025 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)試験体 H080 

図－９ 柱せん断力－柱梁接合部せん断変形角関係 
 

表－７ 最大せん断応力度実験値と計算値 

試験体 
最大せん断応力度 

実験値 
τmax(N/mm2) 

せん断耐力計算値 
vju(N/mm2) τmax /vju 

H025 13.5 1.21(1.03) 
H080 14.1 11.1(13.1) 1.27(1.08) 

( )内数値は，直交梁有りとして算出した値 
 

5. まとめ 
圧縮強度 60N/mm2 級のコンクリートを使用

し，鋼材係数 qsp が 0.37 の高鋼材係数を有する

圧着プレキャストプレストレストコンクリート

(PCaPC)造の梁とプレキャスト鉄筋コンクリー

ト造柱から成る十字形試験体を用いた部分架構

実験を行い，PCaPC 造梁降伏後の柱梁接合部挙

動を明らかにした。実験パラメータは梁端部の

塑性ヒンジ領域における横拘束補強鉄筋量とし

た。得られた知見を以下に述べる。 

(1) 両試験体とも梁の曲げ降伏後に，柱梁接合

部のせん断破壊が生じた。この柱梁接合部破

壊は，梁端部の横拘束筋比を高くした場合に

顕著に見られた。 

(2) 接合部鉛直方向中央位置の水平力の釣合い

により算出したせん断入力実験値と，日本建

築学会「鉄筋コンクリート造建物の靭性保証

型設計指針・同解説」による柱梁接合部耐力

計算値はよく対応した。 
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